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ダイナモアミューズメントの株式取得及び子会社の異動に関するお知らせ 
 

 

株式会社 GENDA（本社：東京都港区、代表取締役会長：片岡 尚、代表取締役社長：申 真衣、以下「当

社」）は、株式会社ダイナモアミューズメント（本社：東京都千代田区、代表取締役：小川 直樹、以下

「ダイナモアミューズメント」）の株式を全株取得することを本日開催の取締役会において決議いたしまし

たことを、以下の通りお知らせいたします。なお、本件については、株式会社東京証券取引所が定める「子

会社等の異動を伴う株式又は持分の譲渡又は取得その他の子会社等の異動を伴う事項」にかかる適時開示軽

微基準の範囲内であり、任意で開示するものであることから、一部事項について記載を省略しております。 

 

記 

 

 

１. 株式取得の理由 

2021 年 10 月 1 日に新設されたダイナモアミューズメントは、ロケーションエンターテイメント事業

を中心に、体感型シアターアトラクションや VR アトラクション、インタラクティブゲーム等、映像を軸

とした様々な「体験型コンテンツ」の企画・制作・販売をおこなっております。アトラクション型の映

画鑑賞を体験できる MX4D®においては、国内公開の邦画 MX4D®のプログラムをほぼすべて手掛ける等、大

変優れた技術力を有しております。 

当社とダイナモアミューズメントは、2021 年 10 月に実施した第三者割当増資による当社の持分法適

用関連会社化、2022 年６月に実施した株式会社ハシラス（本社：東京都北区、代表取締役社長：安藤 

晃弘）を加えた三社間での資本提携により、連携を深めてまいりました。そして、当社グループのアミ

ューズメント施設が全国に 250 店舗超展開するに至ったこのタイミングで、体験型 VR アトラクション分

野に優れたダイナモアミューズメントが当社グループに参画することで、アミューズメント施設運営を

はじめとした当社グループの既存事業とのシナジーを創出し、企業価値向上につながると判断に至り、

株式の取得を行うことといたしました。 

当社は、ダイナモアミューズメントの全株式（発行済株式の 79.2％）を取得し、これにより、ダイナ

モアミューズメントは、当社の連結子会社となります。 

 

 

２. 異動する子会社（ダイナモアミューズメント）の概要 

（１） 名 称 株式会社ダイナモアミューズメント 

（２） 所 在 地 東京都千代田区神田淡路町二丁目 21 番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 小川 直樹 

（４） 事 業 内 容 
遊園地、テーマパーク向けアトラクションの企画、制作、販売、レン

タル 

（５） 資 本 金 1,620 万円 

（６） 会 社 設 立 2021 年 10 月 

（７） 決 算 期 ９月決算 



（８） 大株主及び持株比率 

廣川 洋：46.59% 

株式会社広川事務所：32.61% 

株式会社 GENDA：20.8% 

（９） 
上場会社と当該会社

との間の関係 

資本関係 
当社がダイナモアミューズメント

に対し 20.8%出資しております。 

人的関係 該当なし 

取引関係 該当なし 

関連当事者に該当する事項 該当なし 

 
 

３．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

異 動 前 の 所 有 株 式 数 1,456 株（所有割合 20.8%） 

取 得 株 式 数 5,544 株 

異 動 後 の 所 有 株 式 数 7,000 株（所有割合 100%） 

※取得価格につきましては、当事者間の守秘義務契約に基づき、非開示とさせていただきます。なお、

取得価額につきましては、ダイナモアミューズメントの財務状況及び資産の状況等を勘案し、双方協議

の上、妥当な金額を算出して決定しております。 

 

 

４．日程 

取 締 役 会 決 議 2023 年９月８日 

株 式 譲 渡 契 約 締 結 日 2023 年９月８日 

株 式 取 得 日 2023 年９月 30 日 

 

   

５．今後の見通し 

本株式取得によりダイナモアミューズメントは、当第３四半期連結会計期間に連結子会社となります。

本株式取得が、当社グループの業績及び財務状況に与える影響につきましては軽微であると見込んでお

りますが、事業の大幅な状況変化により財務的影響が生じる場合には 、明らかになった時点で速やかに

開示いたします。 

 

                                          以上 


